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安全文化醸成活動と安全文化評価の基本的な考え方 １

○安全文化醸成活動の経緯
当社は、美浜発電所３号機事故を踏まえ、５つの基本行動方針に基づく再発防止

対策に取り組むことにより、安全文化の再構築を着実に進めている。

安全文化再構築の取組みを風化させることなく、永続していくことが必要であり、

そのために安全文化の状況を評価し、改善する仕組みを構築した上で、

安全文化醸成活動に取り組んでいる。

安全文化醸成活動

＊スモール原子力事業本部評価

発電所の上位機関である原子力事業本部において

組織単位としての自己評価を実施するもの。

○評価の目的
原子力事業運営における安全最優先の組織風土（安全文化）を

継続的に維持、改善するために、安全文化の劣化の兆候、あるいは

組織や人の気がかり事項を早期に把握し、経営層に意見具申すること

で大きな問題の発生を未然に防止する。

○評価の対象
プラント安全、労働安全、社会の信頼を維持、改善するための

美浜発電所３号機事故再発防止対策をはじめとした保安活動やＣＳＲ

活動などを含むあらゆる活動とする。

○評価の方法

「安全文化評価の枠組みと評価の視点」

「平成２１年度安全文化評価の方法」

安全文化評価の基本的な考え方

●平成１９年度：

・ 原子力事業本部において安全文化評価を試行実施

・ 評価の結果、課題、気がかり等から重点施策の方向性を策定

●平成２０年度：

・ 安全文化評価の取組みを発電所へ展開し、年度評価を実施

・ 前年度重点施策の方向性に基づき、個別施策を実施

２

３

中間評価の基本的な考え方

安全文化にかかる問題点をより早期に把握し、対応するため、年度末の

評価だけではなく、年度の中間時点においても安全の結果と重点施策

の取組状況を確認し、評価を実施する。また、必要に応じて重点施策へ

反映を行う。

・安全文化の評価のうち、安全の結果（「プラント安全」、「労働安全」、

「社会の信頼」）について、上期末時点の実績（内容、件数の推移・傾向）

を確認し、安全文化の観点で新たな、あるいは充実・強化すべき事項が

ないかを評価する。

・重点施策の取組状況を確認するとともに、対応が必要とされた事項から、

重点施策への反映について検討する。

○目的

○概要

○安全文化評価の実施

●平成２１年度：

・ 中間評価の実施

・ 年度評価に、スモール原子力事業本部評価＊を試行実施

・ 前年度重点施策の方向性に基づき、個別施策を実施



安全文化評価の枠組みと評価の視点 ２

原子力発電所の安全

美浜３号機事故再発防止対策をはじめとした
保安活動やＣＳＲ活動などを含むあらゆる活動

労働安全 社会の信頼

地域の声、原子力保全改革検証委員会の意見

安全文化の３本柱
～評価の視点（１４項目）～

プラント安全（トラブル発生件数の増減）
労働安全（労働災害、計画外被ばくの増減）
社会の信頼（コンプライアンス違反の増減）

Ⅱ 安全の結果の評価

Ⅲ 外部の評価

Ⅰ 組織・人の意識、行動の評価

トップのコミットメント

学習する組織コミュニケーション

プラント安全

評価結果の
フィードバック

活動結果の
インプット

継続的な
改善活動

安全文化醸成活動の概要

安全文化評価

安全最優先の社長宣言と５つの基本行動方針

原子力発電所事業運営
トップの

コミットメント

コミュニケー

ション

学習する組織

①安全（プラント安全、労働安全、社会の信頼）を何よりも優先する
というプライオリティが明確か。

③現場第一線はトップの考え、価値観を理解し、実践しているか。
（協力会社を含む ）

④資源投入、資源配分は適切か。

⑤経営層、原子力事業本部、発電所幹部は、不具合事象、懸念事項を
含めて、現場第一線の状況をしっかり把握しているか。

⑥組織内、組織間の連携は良好か。
（原子力事業本部－発電所、発電所内）

⑫現状への問いかけや組織全体のリスク感知能力を通じて、
トラブル・労災の未然防止に努めているか。 ［未然防止］

⑨若手社員の育成、技術継承により必要な技術力を維持しているか。
（協力会社を含む ）

⑩ルールは遵守されているか。業務改善のためのルール見直しに
努めているか。

⑬外部意見の積極的聴取、業務への反映を行っているか。

⑧外部へのタイムリーかつわかりやすい情報提供を行っているか。

②組織の権限と責任が明確で適切であるか。

安全文化の３本柱と評価の視点（１４項目）

⑭原子力事業本部、発電所の社員のモチベーションが維持、向上されて
いるか。

⑦協力会社との意思疎通が十分行われているか。

⑪トラブルや不具合を踏まえた主体的な問題解決、改善活動を実施して
いるか。 ［是正処置・予防処置］



平成２１年度安全文化評価の方法

Ｈ２１年度重点施策

○社員・協力会社アンケート

○ＪＡＮＴＩアンケート

○ＣＳＲアンケート

各種アンケート結果

現場の声

○社員・協力会社アンケートの自由記述

○膝詰め対話における意見

○協力会社対話における意見

●安全の結果

（トラブル、労働災害、計画外被ばく等）

○安全最優先等のメッセージ発信回数

○経年劣化・安全対策工事費

○要員採用数

○地域の声、検証委員の意見 等

指標・参考情報

●重点施策の取組状況

○取組評価と今後の取組み

３

［JANTI： 日本原子力技術協会］

安全文化評価（中間評価）の実施

Ｈ２１年度上期末時点での安全の結果と

重点施策の取組状況を確認し、評価する。

さらに必要に応じ重点施策へ反映する。

Ｈ２１年度上期末の「安全の結果」

評価結果

に応じ反映

【安全文化評価のインプット情報】 安全文化評価（年度評価）の実施

経営層（社長）

原子力保全改革委員会

原子力保全改革検証委員会

原子力部門評価結果

○評価の視点毎に４段階評価と
傾向評価

○課題・気がかりの抽出

○良好事例の抽出（共有）

良好 概ね良好 改善余地あり 問題

安全文化評価
（原子力部門）

安全文化推進委員会
（ＷＧ）による議論

・あるべき姿との対比

・スモール事業本部評価結果、

発電所評価結果、インプット情報

を総合的に勘案

安全文化評価
（発電所）

課(室)長
による

セルフチェック

発電所評価結果

試行実施試行実施安全文化評価
（スモール事業本部）

グループＣＭ
による

セルフチェック

スモール事業本部評価結果

○評価の視点毎に４段階評価と傾向評価

○課題・気がかりの抽出

○事業本部良好事例の抽出

良好 概ね良好 改善余地あり 問題

○重点施策の方向性の策定

（個別施策はＨ２２年度計画で具体化）

所長をトップとした

所内会議体による議論
（協力会社も参画）

○評価の視点毎に４段階評価と傾向評価

○課題・気がかりの抽出

○発電所良好事例の抽出

良好 概ね良好 改善余地あり 問題

原子力発電部門統括を

トップとした

会議体による議論
［CM：チーフマネジャー］

Ｈ２１年度上期末の
重点施策の実施状況



Ｈ２０年度の評価結果

中間評価の結果（プラント安全の結果評価）

中間評価の結果

○トラブル発生件数が減少しており、

Ｈ２０年１月に策定したトラブル低

減計画は実効的に機能しつつある。

ただし、トラブルの中には、もう一

歩踏み込んだ対応、確認行為およ

び発電所内の十分なコミュニケー

ション・情報共有を実施していれば

未然に防止できた事象が見られ、

「組織・人の意識、行動」の観点で

考察すると、以下の課題がある。

【課題】

○トラブル・不適合を契機としない

日常業務におけるチェック･アク

ションが重要であり、日常業務

においてリスク意識を絶えず喚

起していく。 【視点⑫】

【気がかり】

○発電所内の各課間の連携改善

活動について、実効性があがっ

ているか、注視していく。

【視点⑥】

指 標 等（Ｈ２１年度上期実績）

４

○トラブル発生件数は昨年度と比較
すると低い水準であり、Ｈ２０年１月
に策定したトラブル低減計画は、
引き続き実効的に機能している。

経年劣化 作業不良

製造不良

運転不良作業計画不良

設計不良
保守計画不良

自然現象

偶発故障

不可抗力
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（１件は今後調査予定）

（１件は今後調査予定）

【今後の対応】

現在の関連重点施策に引き続き

取り組んでいく。

件数

注：要因分析の結果、一つの事象に対して主要因が２つの因子にまたがる場合は、
各々の要因を０．５件としてカウントしている。

Ｈ２０年度

Ｈ２１年度上期

③トラブル要因の分類
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中間評価の結果

中間評価の結果（労働安全、社会の信頼の結果評価）

Ｈ２０年度の評価結果 指 標 等（Ｈ２１年度上期実績）

［傾向］

労働災害件数は、昨年度と比べ、

減少している。

③当社設備の不具合に起因する労働災害件数

［傾向］

当社設備の不具合に起因する

労働災害は発生していない。

④計画外被ばく発生件数

［傾向］

計画外被ばくは発生していない。

＜基準＞計画外で１ｍＳｖ／日を超えた場合

［傾向］

重傷以上（またはなりえたもの）の

件数は昨年度と比べ減少している

が、重大な災害が発生している。

②重傷以上、もしくは重傷以上になりえた労働災害件数（作業に伴うもの）

（ ）内は重傷件数

①労働災害件数（作業に伴うもの）

（ ）内は発電所経験年数が２年以下の作業員による件数

○法令違反、社内ルールの意図的な違

反はなく、近年取り組んできたコンプラ

イアンスの各活動は確実に浸透しつつ

あるものと評価されるが、今後ともコン

プライアンスの徹底に向けた取組みを

継続的に実施していくことが重要である。

①コンプライアンス（法令、社内ルール遵守）に関する不適合件数

•法令違反（行政指導、安全協定違反を含む）
（意図的な違反、もしくはプレス対象）

・社内ルールの意図的な違反（情報漏えいを含む）
（情報漏えいは意図的でないものを含む）

②保安規定違反件数

５

６（3）

H21上期

20（5）15（7）7（2）9（1）10（2）

H20H19H18H17H16

1（1）

H21上期
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0件

H21上期

0件0件2件0件0件

H20H19H18H17H16

0件

H21上期

0件1件0件1件1件

H20H19H18H17H16

○労働災害の発生原因の傾向は、昨年度
から変化は見られず、労働災害件数は
昨年度と比較して増加傾向にある。

○また、昨年度の特徴であった若年層だ
けでなく、全体の層で発生傾向にあるこ
とから、「組織・人の意識、行動」の観点
で考察すると、以下の課題があり、協力
会社作業員の安全意識、リスク意識の
向上を目指した指導強化を図っていく必
要がある。

【課題】

○経験の浅い協力会社作業員の増加
を踏まえるとともに、協力会社社員
への安全意識の徹底を強化していく。
【視点③】

○トラブル・不適合を契機としない日常
業務におけるチェック・アクションが
重要であり、日常業務においてリス
ク意識を絶えず喚起していく。

【視点⑫】

○労働災害件数は昨年度と比較して、減少
傾向にあるものの継続的に発生している。
また、重大な労働災害に対する以下の個
別対策は、昨年度評価の課題と共通性
がある。

【今後の対応】

現在の関連重点施策を一部充実・強化し、
引き続き取り組んでいく。

○協力会社社員への安全意識の徹底
【視点③】

・入構時教育資料への労働災害事例の追加
・安全体感研修対象者の全作業員への拡大

○日常業務におけるリスク意識の喚起
【視点⑫】

・労働災害をテーマとしたトラブル事例研修
の追加

○法令違反（行政指導）については、個
別対策を実施しており、これを確実に
実施していくこととしている。

【今後の対応】

今後もコンプライアンス（法令、社内ルール

遵守）の徹底に向けた取組みを引き続き
継続していく。

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

0件

H20

1件0件

H21上期H19

0件

H20

0件0件

H21上期H19

監視件数

違反件数

1

0

H20

0

0

H21上期

152017

000

H19H18H17

（年度）

（年度）

（年度）

［傾向］
法令違反（行政指導）が１件
発生している。

［傾向］
社内ルールの意図的な違反は
発生していない。

［傾向］
違反事項、監視事項とも
発生していない。

・入構時教育資料への労働災害事例の追加

・安全体感研修対象者の全作業員への拡大

・労働災害をテーマとしたトラブル事例研修
の追加



平成２１年度重点施策の取組状況（上期末時点）
６

Ｈ２０年度からの継続案件 Ｈ２１年度の新規案件

想定リスクの意識
付けの更なる向上
と徹底

（美浜線Ｎｏ．２１鉄
塔事故に対する対
応状況も踏まえ
る）

協力会社の力量の維持、向上に
向けた支援

若手社員育成策の充実、強化

当社・協力会社に
おける意思疎通の
強化

（社員・協力会社
社員の意識の
ギャップを踏まえ
る）

発電所と原子力事業本部の
連携強化

協力会社の作業責任者から
若手社員に至るまで安全意識の
更なる向上と徹底

（若年層だけでなく全体の層に
拡大）

重点施策の方向性

リスク抽出
意識の向上
活動

ハットヒヤリ
活動の推進

協力会社内

当社と

協力会社間

・ 「中性子源領域検出器の電源断による一時的な停止」事例を
用いたトラブル事例研修の実施。

・ 重大な労働災害の発生を踏まえ、労働災害事例をテーマとした
トラブル事例研修を追加実施。

・ 重要なハットヒヤリ事例の抽出、共有を継続して実施。

・ イラストを使ったハットヒヤリ教訓シートを作成し、事例の共有を
促進。

・ 昨年度下期からの１年間の活動を踏まえ、協力会社からの聞き
取りやアンケートなどで本施策の有効性を評価。

・ 評価結果を踏まえ、対象役務や対象協力会社の拡大を検討。

・ 経年観察データについて、引き続き収集、処理。

・ 保修課への新規配属者に対して見直しを行った修得項目は、
今年度適用予定。

・ 「保修机上業務の手引き」は、発電所の意見も踏まえて作成。

・ 自主課題発表会(１１月）、ペアリングの制度化と適用（１２月）。

・ 協力会社からの聞き取り結果、協力会社アンケート結果および
各発電所の取組状況等を踏まえたコミュニケーション充実策の
検討。

・ 対策の継続実施、および実施状況のフォロー。

・ 社員・協力会社アンケートによる効果の評価。

・ 上期に抽出した共通の問題点等について、WGにより更に深掘り
した検討を行う。（体制等の見直し要否の検討を含む）

・ 検討結果を踏まえた対策の立案・実施。

・ 引き続き、作業責任者を対象とした安全管理研修会、
新規入構者を対象とした入構時教育を通じて安全意識醸成活
動を実施。

・ 受講者に対するアンケート等を実施し、安全意識の浸透効果を
評価。

・ 労働災害事例集の充実。

今後の予定

・ 当社社員の工事計画段階でのリスク感知能力の向上を図るため、実際にトラブル
対応にあたった役職者を講師として「高圧給水加熱器胴側リリーフ弁の動作」事例
を用いたトラブル事例研修を実施。

・ 若手社員の技術力推移経年観察について、実績データの収集、処理を開始。

・ 保修課への新規配属者を１年でどこまで育成するかという観点から、修得項目の
見直しを実施中。

・ 「保修机上業務の手引き（仮題）」を作成中。

・ 新入社員実習における自主課題の設定、ペアリングの制度化検討。

・ 意識のギャップが大きいアンケート項目に着目した分析結果から、協力会社社員
向け、当社社員向けそれぞれに以下の対策を実施中。

-定期検査工程策定の考え方やプロセス等をお伝えする活動（定期検査ビラの

配布等）

-社員のマナー向上方策（コミュニケーションレベルアップ集の活用等）

・ ハットヒヤリ活動の目的等を示したポスター等を作成し、発電所や協力会社
事務所に掲示する等、理解促進活動を実施中。

・ 重要なハットヒヤリ事例を抽出し、３発電所及び事業本部で情報共有を実施。

・ 主要元請会社（１０社）に対して、当社の安全文化醸成活動を紹介するとともに、
協力会社ないし当社への情報伝達状況についての調査を依頼。

・ ９月に順次各社を訪問し、調査結果や要望等について聞き取りを実施。

・ 他社状況調査、研修センターとの意見交換等を通じ、意思疎通の充実方策を調査。

・ 作業者が定着・育成しやすい環境を醸成するため、代表的な協力会社５社に対し
年間契約や日常業務役務の付与による工事量平準化を継続して実施中。

・ 本施策の具体的な有効性評価方法について検討。

・ 問題とされた個別案件について、関係者への聞き取り調査および共通の問題点
の抽出を実施。

・ 共通の問題点を踏まえ、意思疎通の活性化を促すメッセージを発信。

・ 問題の深掘り、対策検討のための作業部会（ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ：WG）を新たに設置。

・ 作業責任者を対象とした安全管理研修会を昨年度より継続実施中。

・ 安全体感研修については、昨年度元請各社に養成したインストラクターが講師と
なり各社にて実施中。また、研修対象者の拡大を開始するとともに、研修修了者
に対してヘルメットに貼付ける受講済シールを配布。

・ 労働災害事例集を元請各社に配布し、発電所入構時教育にて活用中。また、

労働災害事例集の見直しを検討。

これまでの取組状況

＊赤字は重大な労働災害の発生を踏まえた重点施策への反映事項

各重点施策の進捗状況： 概ね計画通り進捗中



中間評価の結果（まとめ）

協力会社の作業責任者から
若手社員に至るまで安全意識の

更なる向上と徹底
（若年層だけでなく全体の層に拡大）

Ｈ２１年度の重点施策の方向性と重点施策

発電所と原子力事業本部の
連携強化

若手社員育成策の充実、強化

協力会社の力量の維持、向上
に向けた支援

想定リスクの意識付けの
更なる向上と徹底

（美浜線Ｎｏ．２１鉄塔事故に対する
対応状況も踏まえる）

当社・協力会社における
意思疎通の強化

（社員・協力会社社員の意識の
ギャップを踏まえる）

７

プラント

安全

労働

安全

社会の

信頼

安全の結果の評価結果と
今後の対応

・作業責任者に対する安全管理
研修会の実施
・経験の浅い作業員に対する
入構時教育の充実（体感研修）

・具体的事例の調査と問題点の
抽出、対策の実施

・意識のギャップに関するアンケー
ト結果の分析、対策の検討と実施
・協力会社への協力依頼と実施

・経年観察評価の実施
・育成目標の明確化、ペアリングの
具体化等の施策実施
・保修机上業務の手引きの整備

作業者が定着、育成しやすい環境
の醸成（年間契約形態の実施）

・ハットヒヤリ活動の推進
・鉄塔事故を踏まえたトラブル
事例研修の実施

重点施策への反映内容

○トラブル発生件数は昨年度と比較

すると低い水準であり、平成２０年

１月に策定したトラブル低減計画は、

引き続き実効的に機能している。

－

安全体感研修の対象拡大や教育
資料への労働災害事例の追加を
行い、入構時教育の充実を図る。

トラブル事例研修に、重大な労働
災害の事例を追加し、研修内容の
充実を図る。

－

－

－

○労働災害件数は昨年度と比較
して、減少傾向にあるものの継
続的に発生している。また、重
大な労働災害への個別対策は、
昨年度評価の課題と共通性が
ある。

【今後の対応】

現在の関連重点施策に

引き続き取り組んでいく。

【今後の対応】

関連する以下の重点施策について

一部充実強化を図り、引き続き

取り組んでいく。

・協力会社社員への安全意識の

徹底 【視点③】

・日常業務におけるリスク意識の
喚起 【視点⑫】

○法令違反（行政指導）については、
個別対策を実施しており、これを
確実に実施していくこととしてい
る。

【今後の対応】

今後もコンプライアンス（法令、
社内ルール遵守）の徹底に向け
た取組みを引き続き継続して
いく。

○安全の結果、重点施策の取組状況の評価を行った結果、現状において新たな課題は見受けられない
ことを確認した。ただし、評価結果を踏まえて、重点施策について一部充実・強化を行い、引き続き
取り組んでいく。

中間評価の総括
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原子力

事業本部
（原子力部門）

3212119865
平成２１年度

発電所

原子力

保全改革

検証委員会

11074

重点施策の実施を含む安全文化醸成活動への取組み

年度計画策定

▼
（1０/３０）
第１３回
委員会

▼（３／上旬）
原子力安全文化
推進委員会

▼
社長報告

▼（１０/１９）
原子力安全文化
推進委員会

原子力安全文化推進WG
▼・・・▼

▼
（４／中旬）
第１４回
委員会

各所評価結果確認
重点施策進捗確認
インプット情報確認

原子力部門評価

今後の予定

安全の結果確認
重点施策進捗確認

平成２２年度

▼
社長指示

▼
（３／上旬）
事前説明会

▼・・・・・▼

発電所評価

８

▼
（４/１７）
第１２回
委員会

スモール
事業本部評価

▼（４／２８）
原子力安全文化
推進委員会

原子力安全文化推進WG
・・・▼

年度計画策定

インプット
情報確認

インプット
情報確認

原子力安全文化推進WG

中間評価


